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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

 

 自己管理に影響を与える変数には、遅延時間・確率・社会的距離などといったもの がある  

( e . g . ,  J o n e s  e t  a l . ,  2 0 0 9 ;  M a lo t t ,  1 9 9 2 )、それらの変数への感受性を、個人差として扱える可能

性が指摘されている  ( e . g . ,  Od u m,  2 0 11 ;  Lo c e y,  J o n e s ,  & R ac h l i n ,  2 0 1 3 )  が、そのような体系的

な枠組みや方法論は未だに確立されていない  ( e . g . ,  堀 ,  2 0 11 )。そこで本研究では、個人差を

捉 え る た め の 体 系 的 な 枠 組 み ・ 方 法 論 を 構 築 し 、 個 人 ご と に よ り 効 果 的 な 治 療 的 介 入 を計

画・実施・評価できるようにすることを最終目的とし、遅延時間・確率・社会的距離への感

受性の測定や、健康行動の自己管理の分析とそれへの介入を行った。  

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 

〔       自己管理 〕 〔      価値割引 〕 〔      個人差 〕 
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

【目的】  
 研究の概要で述べた研究目的に対して、本研究では、 ( a )  心理物理学的測定法を用いた選択
課題によって価値割引の個人差を、個々人の日常生活場面における片づけの自己管理を単一事
例研究法によって測定し、両者の関係性から価値割引の指標値である、AUC (M yer so n  e t  a l . ,  

2 0 0 1 )  の意味のある差を同定すること、 (b )  目標設定とパフォーマンス・フィードバックとい
う介入方法  ( e . g . ,  A l v e ro  e t  a l . ,  2 0 0 1 )  によって、健康行動の自己管理を促進できるのかどう
かの 2つを試みた。  

【方法】  

 参加者と場面設定  大学学部生 3 人  (全員女性 )  が研究参加者であった。健康行動の自己管

理に関 する データ は 参加者 任意 の生活 場 面で行 われ た。そ の データ の収 集は、 参 加者の 自己

記録と 、実 験実施 者 とのメ ール による や り取り によ って遂 行 された 。デ ータ収 集 は、単 一事

例 研 究 法 の 一 つ で ある 多 層 ベ ー ス ラ イ ンデ ザ イ ン  (ベ ー ス ライ ン  (B L)  期 と 目 標 設 定 と パ フ

ォーマンス・フィードバック  ( GS  +  P F )  期 )  によって、 1 日単位で行われた。価値割引の個人

差の測 定は 、健康 行 動の自 己管 理のデ ー タを収 集す る前に 、 本学の 心理 学実験 室 におい て行

われた 。な お本研 究 は、立 教大 学現代 心 理学部 研究 倫理委 員 会の審 査・ 承認を 得 た後に 実施

された 。さ らに研 究 実施に 際し て、参 加 者から 書面 による 研 究参加 の同 意と研 究 成果公 表へ

の承諾を受けた。  

 価値割引の測定  恒 常 法  (心 理 物 理 学 的 測 定 法 )  を 用 い た 選 択 課 題 を 実 施 し た 。 選 択 課 題

は、 Ma c Li n  e t  a l .  ( 2 0 0 7 )  を参考に Vi s u a l  B a s i c  2 0 1 0  E x p re s s 上で作成された。選択肢は外部デ

ィスプ レイ に呈示 さ れた。 時間 ・確率 ・ 社会的 距離 による 価 値割引 に関 する選 択 課題は 、 利

得条件と損失条件の 2 種類  (合計 6 種類 )  に分かれていた。遅延割引では、 1 ,0 0 0 円― 1 0 ,0 0 0

円までの範囲で 1 ,0 0 0 円ずつ異なる  “今すぐもらえる  (失う )  〜円”と、“［ D］後にもらえる  

(失う )  1 0 ,0 0 0 円”、 確率割引では、1 , 0 0 0 円― 1 0 ,0 0 0 円までの範囲で 1 ,0 0 0 円ずつ異なる  “確

実にもらえる  (失う )  〜円”と、“［ p］%でもらえる  (失う )  1 0 ,0 0 0 円”、  社会割引では、 0 円

― 11 ,0 0 0 円までの範囲で 1 ,0 0 0 円ずつ異なる“自分 1 人がもらえる  (失う )  〜円”と、“ B.  リ

スト上の＃［ N］の人がもらえる  (失う )  1 0 ,0 0 0 円”の 2 つ一組の選択肢が横並びに  (左右の

位置はランダマイズして )  同時に呈示され、参加者はどちらか一方の選択肢をクリックした。

なお、記号 D は遅延時間の値  ( 1 日・ 1 週間・ 1 ヶ月・ 6 ヶ月・ 1 年・ 5 年 )  を、記号 p は確率

の値  ( 9 0 %・ 7 0 %・ 5 0 %・ 3 0 %・ 1 0 %)  を、記号 N は社会的距離の値  (＃ 1・＃ 5・＃ 1 0・＃ 2 0・

＃ 5 0・＃ 1 0 0 )  を表しており、遅延割引の利得  (損失 )  条件では合計 6 0 試行  ( 1 水準あたり 1 0

試行 ×6 水準 )、確率割引の利得  (損失 )  条件では合計 5 0 試行  ( 1 水準あたり 1 0 試行 ×5 水準 )、

社会割引の利得  (損失 )  条件では合計 7 2 試行  ( 1 水準あたり 1 2 試行 ×6 水準 )  の選択を行った。

データの分析は、 Mi t ch e l l  ( 1 9 9 9 )  と R eed  e t  a l .  ( 2 0 1 2 )  を参考に行われた。  

 標的行動の定義と従属変数  標的行動の定義は“体重の適切な増減・維持あるいは健康の

増進・維持につながるとされる食生活と運動習慣”であった。池田 (2 0 1 2 )などを参考に課題

分析を行い、 5 つの領域から成る 1 5 の遂行項目に分類した。従属変数は、 1 日ごとの下位項

目の全体遂行率  (実際に遂行した項目数を 1 5 項目で割って 1 0 0 を掛けた値 )、前日の記録日と

比べてどう変化したかの主観的判断である、体重の評価点  ( -3 .  かなり減った、 -2 .  減った、

-1 .  少し減った、 0 .  変わらない、 1 .  少し増えた、 2 .  増えた、 3 .  かなり増えた )  であった。  

 価 値割引の変数との対応要素を設定し、標的行動の遂行率とその安定水準  (遅延割引 )、下

位項目ごとの遂行数  (確率割引 )、実験期間中に交流があった人  (社会割引 )  を測定し、実験終

了後に、各下位項目が健康の維持・促進に 寄与する確率  (判断された項目数で割って相対化し

て分析 )  と、交流があった人との社会的距離の判断  (上述の値で )  を参加者に求めた。  

 自己記録システム  データ収集用に、“健康行動管理システム”と称した自己記録用アプリ

ケーションを作成した  (M ic ro so f t  O ff i c e  E xc e l  VB A)。健康行動管理システムは、 1 4 のユーザ

ーフォームから構成されていた。それぞれ、“メニュー”、“カレンダー”、“手続き”、“健康行

動の定義”、“達成 目 標”、“も たらされ る こと”、“ 避けられ る こと”、“ 取り組み 状 況”、“健康

行動”、“不健康行動”、“他者との交流など”、“体重の変化”、“ 目標設定”、そして“確認事項” 

という名称であった。自己記録用アプリケーションは、横山  ( 2 0 1 2 )  を参考にして作成された。

基本手続きは、1 日単位で、記録アプリケーションの各フォームに記録、あるいは各フォーム

の情報の確認を行うことであった。  
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研究成果の概要 つ づ き  

 介入方法  目標設定とパフォーマンス・フィードバック期では、取り組み状況フォームの

確認と、目標設定のフォームの記録・確認が手続きとして追加され、参加者は それらを 1 日

に 1 回行うよう求められた。参加者は、取り組み状況フォーム では 3 つのグラフをそれぞれ

クリックし、具体的な数値  (記録日の遂行数・全体遂行率・累積得点の )  を確認した。目標

設定フォームでは、参加者は記録日の次の日の健康行動の遂行率について目標設定を行

った。さらに、目標設定を行う上で注意すべき事項についても確認を行い、記録を行う

際に表示されている目標設定フォームの画面を携帯電話で写真に撮り、待ち受け画面に

設定した。なお、参加者 A の健康行動の全体遂行率がベースライン期の段階で天井効果を

示していたため、参加者 A には目標設定とパフォーマンス・フィードバック期の手続きは導

入されなかった。  

【結果と考察】  

 価値割引関連のデータ  参加者それぞれの AU C は次の通りである。遅延割引  (利得・損

失の順 )  の AU C は、参加者 A では 0 .9 7・1 . 0 0、参加者 B では 0 . 5 1・0 .4 6、参加者 C では 0 .1 5・

1 .0 0 であった。確率割引の AU C はそれぞれ参加者Ａでは 0 .1 6・ 0 .2 8、参加者 B では 0 .1 9・

0 .2 5、参加者 C では 0 .1 5・ 0 .9 9、社会割引の AU C はそれぞれ参加者 A では 0 .0 6・ 0 .0 6、参加

者 B では 0 .3 8・ 0 .4 2、参加者 C では 0 .1 3・ 0 .3 6 であった。  

 標的行動の遂行率  (平均値 )・安定水準は、参加者 A では 9 3 .8 9 %・ 7 . 6 9 %、参加者 B では

8 7 .7 2 %・2 4 . 0 0 %、参加者 C では 7 7 .4 4 %・1 3 . 9 1 %の範囲内であった。利得条件の AU C が高い、

参加者 A の標的行動の遂行率は参加者 B・ C よりも高く、変動性は小さかった。よって、利

得条件の遅延割引に関する意味のある AU C 差は 0 .4 6 以上であることが分かった 。一方損失

条件の AU C は、標的行動の遂行率との高さとは関連が見られなかったが、それがとも に 1 .0 0

である参加者 A・ C の標的行動の変動性は参加者 B のものよりも小さかった。  

 下位項目の確率別 の遂行数  ( 1 日あたり )  は、参加者 A (1 0 0・ 9 0・ 7 0 %)  では 1 .0 0・ 0 .5 8・

0 .9 0  (確実なもの 1 .0 0、不確実なもの 0 .9 4 でその差は 0 .0 6 )、参加者 B  (1 0 0・ 9 0・ 7 0 % )  では

0 .6 3・ 0 .6 3・ 0 .5 8  (確実なもの 0 .6 3、不確実なもの 0 .5 9 でその差は 0 .0 4 )、参加者 C ( 1 0 0・ 9 0・

7 0・ 5 0 %)  では 0 .9 7・ 0 .5 4・ 0 .8 3・ 0 .7 5  (確実なもの 0 .9 7、不確実なもの 0 .7 3 でその差は 0 .2 4 )  

であった。確率割引の利得条件の AUC が最も大きい  (つまり確実性と不確実性に対する弁

別感度が低い )  参加者 B で、確実なものと不確実なものとの差が最も小さく、参加者 A、参

加者 C の順でそれぞれに次いだ。利得条件の意味のある AUC 差は 0 .0 1― 0 .0 4 以上であるこ

とが分かった。一方損失条件の AUC は参加者 C、参加者 A、参加者 C の順で大きいが、確

実なものと不確実なものとの差は逆の結果になった。  

 交流した他者の人数の平均値  ( 1 日あたり )  (＃ 1・＃ 5・＃ 1 0・＃ 2 0・＃ 5 0・＃ 1 0 0 )  は、参

加者Ａでは 4 .5 0  (1 .3 3・ 0 .6 7・ 0 .7 5・ 1 .7 5・ 0・ 0 )、参加者 B では 1 9 .7 4  (3 .9 5・ 1 3 . 6 3・ 2 .0 5・

0 .11・ 0・ 0 )、参加者 C では 1 4 .3 1  (3 .1 5・ 1 . 3 8・ 1 .6 9・ 1 .0 8・ 6 .3 8・ 0 .6 2 )  であった。社会割引

の両条件の AU C が最も大きい参加者 B で、交流した他者の人数が最も多く、参加者 C、参

加 者 A の 順 で そ れ ぞ れ に 次 い だ 。 利 得 ・ 損 失 条 件 の 意 味 の あ る AU C 差 は 、 そ れ ぞ れ

0 .0 7― 0 .3 2・ 0 .0 6― 0 .3 6 以上であることが分かった。  

 健康行動の自己管理のデータ  各参加者の標的行動の遂行率の平均値は、ベースライン期

において、参加者Ａでは 9 3 .8 9 % (範囲は 8 6 .6 7― 1 0 0 .0 0 %)、参加者 B では 7 9 .0 5 % (範囲は

6 6 .6 7― 9 3 .3 3 %)、参加者 C では 7 3 .3 3 % (範囲は 6 6 .6 7― 8 0 .0 0 %)、目標設定とパフォーマンス・

フィードバック期においては、参加者 B では 9 2 .7 8 % (範囲は 6 6 .6 7― 1 0 0 .0 0 %)、参加者 C で

は 8 0 .9 5 % (範囲は 7 3 .3 3― 8 6 .6 7 %)  であった。空間の整理具合の評価得点の平均値は、 ベー

スライン期においては、参加者Ａでは -0 .4 2 点  (範囲は -2― 1 点 )、参加者 B では 0 .1 4 点  (範

囲は -1― 1 点 )、参加者 C では 0 点  (範囲は -1― 2 点 )、目標設定とパフォーマンス・フィード

バック期においては、参加者 B では -0 .0 8 点  (範囲は -2― 2 点 )、参加者 C では 0 点  (範囲は -2― 2

点 )  であった。目標設定とパフォーマンス・フィードバックは健康行動の自己管理に効果を

持つことが分かった。  

※ こ の （ 様 式 ２ ） に 記 入 の 成 果 の 公 表 を 見 合 わ せ る 必 要 が あ る 場 合 は 、 そ の 理 由 及 び 差 し 控 え 期 間 等 を

記 入 し た 調 書 （ Ａ ４ 縦 型 横 書 き １ 枚 ・ 自 由 様 式 ） を 添 付 す る こ と 。  
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①雑誌論文（著者名、論文標題、雑誌名、巻号、発行年、ページ） 

②図書（著者名、出版社、書名、発行年、総ページ数） 

③シンポジウム・公開講演会等の開催（会名、開催日、開催場所） 

④その他（学会発表、研究報告書の印刷等） 

 

①雑誌論文  

 なし  

 

②図書  

 なし  

 

③シンポジウム・公開講演会等の開催  

 なし  

 

④その他  

 なし  

 


